チャランケ通信　第153号　2016年11月28日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　長崎・五島列島への旅、厳しいキリシタン弾圧の歴史跡を知る
11月17日から５日間、九州長崎県の長崎市や五島列島に旅してきた。長崎には、これまで２度訪れたことがあるが、五島列島へは初めての旅であった。札幌との温度差は20度近く、寒暖の差による緯度の違いを痛感しただけでなく、東西の軽度の違いも時間差にして約1時間近く、日の出と日歿の時間の違いを感じた次第である。
とくに、世界遺産に関連して軍艦島にも足を延ばして見学できたし、五島列島ではキリスト教関係の施設を訪れ、秀吉や江戸幕府から始まったキリシタン弾圧の下で、隠れキリシタンの熱心な信者の方たちが、壮絶な苦労をしながらも信仰を守って来られた先人の歴史の数々を見聞してきた。五島列島と言うあまり生活条件に恵まれない狭く急峻な土地を耕し、こんなところで良く生活してきたものだと思わざるを得なかった。
ただ、五島列島にも少子高齢化の波は押し寄せており、多くの島の人口は減少し続け、教会群も維持しにくくなっており、かなり多くの施設の老朽化や廃屋化が進みはじめるなかで、世界遺産の登録を目指しての関係者の努力がすすめられている。この5日間、多くのガイドさんの説明を受けたのであるが、多くはかなり年を取ったボランティアに近い方たちで、明るい表情で元気よく説明していただいた事が印象的であった。再び訪れることは無いのかもしれないのだが、なぜか五島列島に対する何とも言えない愛着を感ずるようになった今日この頃である。
トランプ氏の人事、選挙戦とは打って変わった配慮に驚き、経済政策はレーガンに似ているようだが、違いもありそうだ
さて、まさか大統領に当選するとは思っていなかったトランプ氏ではあるが、人事面では議会との円滑な運営にも配慮し始めたとも言われ、さらには女性の登用などこれまでの選挙戦に開けるトランプ氏の言動からすれば、サプライズの連発にやや戸惑いを感じている。今後、大統領就任以降の政策がどのように展開されていくのか、まだまだ不確定ではあるが、レーガン大統領に近い新自由主義路線として所得税の大幅減税や法人税減税が進められる一方で、公的インフラの整備にも財政支出を拡大していく事も打ち出すなど、レーガン時代とは少し違った方向も出ており、一体どのような国づくりを目指そうとしているのか、まだ十分には理解できない。特に、オバマケアを廃止するのかと思っていたのが、手直しをするだけになりそうだし、トランプノミクスと言われる経済政策の立ち位置は比較的アベノミクスにも近いものなのかもしれない。
もっとも、TPPに対する姿勢を見る限り、グローバリズムでは自国優先主義を貫くことを鮮明に打ち出しており、経済外交における今後の展開がどのようになるのか、あまり鮮明になってはいない。一説には、2国間の交渉で今まで以上に厳しい姿勢を取るのではないか、覇権国としての矜持をかなぐり捨ててアメリカ第一主義を展開していく事すら予測され始めている。その点は、日米安全保障関係でも、アメリカの核の傘に安住する事への厳しい姿勢が見え始めていることに通じるものがある。とにかく何が起こってもおかしくないのが今日の世界なのであり、今後の経済・財政政策に注目して行きたい。
次に注目される12月4日のイタリアの国民投票、二院制を実質的な一院制にする憲法改正に注目
何が起こるのか、世界が注目しているのが12月4日に予定されているイタリアの憲法改正案に対する国民投票である。マスメディアの多くは、イギリスのＥＵからの離脱、トランプ氏のアメリカ大統領選挙での勝利に続く、既成政治に対する国民の反逆の問題として捉えているようだ。特に、イタリアでも野党「五つ星運動」などが、イギリスに続いてユーロ離脱の国民投票の実施を掲げるなど、グローバリズムへの国民の不満の高まりが注目されている。世界的に、先進国の成長率の低下が進み、途上国も今一つ経済が停滞から抜け出せない中で、貧富の格差拡大や雇用不安の高まりなど、成長率の比較的高かった時代における増加する富の分配を巡る政治から、成長率の低下の下で、負担の増大を巡る分配のあり方への転換期における矛盾の露呈なのかもしれない。
注目しているのは、国民投票にかけられた憲法改正の中身である。今から2年前に史上最年少の39歳でイタリア首相に就任したレンツイ氏は、改革断行を訴えてきた。その中でも、今回国民投票に掛けられたのは上院改革であった。イタリアでは、上下両院が全く同じ権限を持ち、両院のどちらかで与党が過半数を割れば首相は退陣を迫られ、レンツイ氏はこの制度を短命政権が繰り返され重要なことを決められない元凶だと指摘し、今回の憲法改正で上院の定数の大幅削減と同時に、選挙ではなく地方議会の代表などで構成し、内閣の信任・不信任権限もなくし、実質的な「一院制」に近づける内容だと言う。
日本の二院制も、改革が求められている事を忘れてはいけない
この報道をマスメディアで見た時、日本でも同じ問題があるのに何の改革もしようとしていない事に注意を喚起したい。かつて、日本の参議院において野党側が過半数を確保した時、与党側が衆議院で3分の2以上の議席を確保していなければ、何も決められない政治が問題になった事を忘れてはなるまい。いわゆる「ねじれ国会」である。近くは2007年参議院選挙敗北後の自民・公明政権であつた福田内閣と麻生内閣、2010年の参議院選挙敗北後の民主・国民新党政権であつた菅内閣と野田内閣では、「決められない政治」が大問題になったのだ。とりわけ、民主党政権時代には参議院で否決された場合、衆議院での再議決に必要な3分の2の議席を確保できていない「真性ねじれ」状態であり、予算に関連した歳入関連法案すら衆議院で多数を持っていながら内閣の命運を握られてしまったのだ。
衆議院は「権力の府」、参議院は「反省の府」にしていくべきでは
いま、安倍内閣は衆参で過半数の安定した議席の上で政治が展開されており、何も問題はなさそうに見える。だが、この「ねじれ国会」は、いつ起きてもおかしくないのが現実である。つまり、参議院の権限が余りにも強すぎることの弊害が構造的に潜んでいるのであり、本来であれば憲法改正によって衆議院が「権力の府」であることをより明確にする必要がある。参議院は、「反省の府」として、衆議院から来た法案を否決したとしても、イギリスと同様「次の国会で衆議院において再議決」すれば、法案を通せるようにすべきではないかとかねがね思ってきた。特に、参議院の1票の格差問題では、衆議院ほどの厳密さ（2倍以下）を求められなかったわけで、選挙制度のあり方も含めて憲法改正が必要になってくる大問題なのだ。
当面は「両院協議会」制度の活用による民主主義の機能化を
憲法改正となると、それこそ大変な議論が必要になるわけで、日本の統治機構上の大問題である「2院政」のあり方について、次善の策として「両院協議会」制度の改革が進められ、民主主義のあり方として国会法や衆参の議会運営規則などを改正することによって、「妥協の政治」を実現する方策を検討すべきであろう。かつて、議員時代にそうした改革案を議論したことがあり、むしろ参議院の方から積極的に問題提起してきた。今、安倍政権が安定した多数を維持できている時期にこそ、こうした改革が進められることを大いに期待したいのだが、安定しているだけに、「喉元過ぎれば、熱さを忘れる」のだろうか。
いずれにせよ、イタリアの憲法改正の国民投票の結果に注目したい。

　配偶者控除の改革は頓挫へ、税と社会保障一体で問題の解決を
さて、年末の自民党税制調査会の動きが気になる。特に、所得税の配偶者控除問題では、当初配偶者控除を廃止し、「夫婦控除」と言う形で共働き世帯への配慮を示すのかなと思いきや、廃止に伴う負担増となる世帯が出てくることに対して、選挙での反発を意識してか、結局既存の配偶者控除を１０３万円未満の所得に適用しているのを、１５０万円未満に適用することで決着をつける方向になるという。と同時に、これでは減税額が増えてしまうため控除適用の配偶者所得を1,000万円以上あたりに線引きして、高所得層を排除する方向を打ち出している。つまり、パート労働者が今まで通りの短期雇用でいる事を前提にした仕組みを何ら変えることなく、いわば小手先の改正に終わらせようとしているのだ。労働力不足が大問題になっている時、短時間労働者が引き続き短時間労働を選択するような政策税制を維持しようとしていることに、どうしようもない自民党税調の姑息さを感じた次第である。
日本経済新聞社説の問題点指摘は正鵠を得ている
　その点において、11月27日付の日本経済新聞の社説に注目した。題して「小手先の配偶者控除見直しで止めるな」で、今回の配偶者控除問題が「税制の抜本改革には程遠く、小手先の見直しで終わるのではないか」と批判している。特に、批判は税制において配偶者控除の対象を103万円以下から150万円以下に拡大する事と、税とは別の厚生年金や健康保険と言った社会保険に「130万円の壁」があり、パートの年収が130万円を超えると年金や医療の保険料負担が生じ、可処分所得が減ってしまう。さらに今年10月からは大企業で働くパートなどが社会保険料を徴収される基準は年収130万円から106万円に下がっている。いくら配偶者控除の対象を広げても、パートが106万円や130万円の壁を意識すれば、働くことを控えかねない、と問題を指摘している。社説では、さらに次のように問題を厳しくえぐりだしている。
　「税制では年収の壁を高くしようとする一方で、社会保険では壁を低くする。こんなチグハグな対応は、政府・与党が税と社会保障をバラバラに議論しているからだ。」

　やはり必要なことは、税と社会保障を一体で改革していく事なのであり、小手先だけの改革ではなく、年収を意識することなく働きやすくする改革にすべきことを強調している。まさに正論であり、来年度予算を審議する国会の予算委員会などの場で、こうした問題を鋭く追及して欲しいものだ。
　最近の日経紙、税や社会保障の論調は良い指摘が多い
　それにしても最近の日経新聞の税や社会保障の記事の論調には、比較的同調できるものが多くなっている。27日の「日曜に考える」欄の「記者の目」で、福岡幸太郎記者が自民党税調に対して次のように要望しているが、けだしその通りだろう。

「毎年ある選挙への影響に配慮しながら税制改正を続けている限り、消費税の増税など痛みを伴う改革はなし遂げられない。長い目で見た税のあり方を示す場として存在感を発揮して欲しい」
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